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貸 借 対 照 表 
（2026年３月31日現在） 

(単位：百万円)
 

科 目 金 額 科 目 金 額 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

契 約 資 産 

電 子 記 録 債 権 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

未 成 工 事 支 出 金 

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 

未 収 入 金 

そ の 他 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 
  

17,427 

4,107 

54 

2,662 

3 

874 

928 

4 

538 

5 

8,000 

217 

29 

1,760 

807 

212 

8 

14 

110 

460 

1 

17 

16 

0 

935 

346 

175 

120 

226 

67 
  

流 動 負 債 1,794 

支 払 手 形 7 

買 掛 金 453 

工 事 未 払 金 133 

リ ー ス 債 務 1 

未 払 金 360 

未 払 法 人 税 等 293 

未 払 費 用 132 

前 受 金 14 

未 成 工 事 受 入 金 4 

預 り 金 44 

賞 与 引 当 金 190 

そ の 他 156 

固 定 負 債 523 

退 職 給 付 引 当 金 523 

  

  

  

  

負 債 合 計 2,317 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 16,722 

資 本 金 4,673 

資 本 剰 余 金 6,318 

資 本 準 備 金 6,318 

利 益 剰 余 金 5,730 

利 益 準 備 金 407 

そ の 他 利 益 剰 余 金 5,322 

繰 越 利 益 剰 余 金 5,322 

  

評 価 ・ 換 算 差 額 等 147 

その他有価証券評価差額金 147 

純 資 産 合 計 16,870 

資 産 合 計 19,188 負 債 ・ 純 資 産 合 計 19,188 



 

 

損 益 計 算 書 

（ 2025年４月１日から 
2026年３月31日まで ） 

 
(単位：百万円)

 
科 目 金 額 

売 上 高  12,443 

売 上 原 価  6,629 

売 上 総 利 益  5,814 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  3,203 

営 業 利 益  2,610 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 43  

保 険 解 約 返 戻 金 11  

そ の 他 9 64 

営 業 外 費 用   

為 替 差 損 25 25 

経 常 利 益  2,648 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 1,163  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 300 1,464 

特 別 損 失   

固 定 資 産 処 分 損 3  

事 業 構 造 改 善 費 用 826 829 

税 引 前 当 期 純 利 益  3,283 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 304  

法 人 税 等 調 整 額 △294 9 

当 期 純 利 益  3,273 



 

 

株主資本等変動計算書 

（ 2025年４月１日から 
2026年３月31日まで ） 

 
（単位：百万円）

 

 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

資 本 
準 備 金 

資 本 剰 余 金 
合 計 

利 益 
準 備 金 

当 期 首 残 高 4,673 6,318 6,318 407 

事業年度中の変動額     

当 期 純 利 益     

自 己 株 式 の 取 得     

自 己 株 式 の 処 分     

自 己 株 式 の 消 却     
株主資本以外の項目の事業 
年度中の変動額(純額 ) 

    

事業年度中の変動額合計 － － － － 

当 期 末 残 高 4,673 6,318 6,318 407 
 

 

 

株 主 資 本 評価・換算差額等 

純資産合計 
利 益 剰 余 金 

自己株式 
株 主 資 本 
合 計 

その他有価
証券評価差

額金 
その他利益剰余金 利益剰余金 

合 計 繰越利益剰余金 

当 期 首 残 高 6,381 6,789 △2,841 14,940 235 15,175 

事業年度中の変動額       

当 期 純 利 益 3,273 3,273  3,273  3,273 

自 己 株 式 の 取 得   △1,845 △1,845  △1,845 

自 己 株 式 の 処 分   354 354  354 

自 己 株 式 の 消 却 △4,333 △4,333 4,333 －  － 
株主資本以外の項目の事業 
年度中の変動額(純額 ) 

    △87 △87 

事業年度中の変動額合計 △1,059 △1,059 2,841 1,782 △87 1,695 

当 期 末 残 高 5,322 5,730 － 16,722 147 16,870 



 

 

個 別 注 記 表 
 

１. 継続企業の前提に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

２. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

・満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

・子会社株式 移動平均法に基づく原価法 

・その他有価証券 

 市場価格のない株式等以外のもの 

 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

 なお、組込デリバティブを区分して測定することができない

複合金融商品については、全体を時価評価し、評価差額を損益

に計上しております。 

 市場価格のない株式等 移動平均法に基づく原価法 

② デリバティブ 時価法 

③ 棚卸資産 

・商品及び製品 総平均法に基づく原価法、ただし、購入製品については、移動

平均法に基づく原価法 

・原材料 移動平均法に基づく原価法 

・仕掛品 総平均法に基づく原価法 

・貯蔵品、未成工事支出金 個別法に基づく原価法 

 なお、収益性が低下した棚卸資産については、帳簿価額を切下げております。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

  （リース資産を除く） 

定率法 

 ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定

額法によっております。 

② 無形固定資産 

  （リース資産を除く） 

 

定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利用）については社内における利用可能期

間（３～５年）に基づく定額法によっております。 

③ リース資産  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。 

(3）退職給付に係る負債の計上基準 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

 過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し

ております。 

  



 

 

(4) 収益及び費用の計上基準 

 当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

① 商品及び製品の販売 

送受信用製品販売事業においては、主に放送・通信機器の製造及び販売を行っております。こ

のような商品及び製品の販売については、顧客に商品及び製品それぞれを引き渡した時点で収益

を認識しておりますが、国内の販売においては、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移

転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。 

 取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価から、返品、値引き及び割

戻し等を控除した金額で算定しております。 

 これらの履行義務に対する対価は、履行義務の充足後、別途定める条件により概ね１年以内に

受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。 

② 工事契約 

 ソリューション事業においては、主に長期の工事契約を締結しております。当該契約について

は、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき

収益を認識しております。ただし、工期がごく短い工事については、完全に履行義務を充足する

据付が完了した時点で収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積もり

の方法は、履行義務の結果を合理的に測定できる場合、見積総原価に対する実際原価の割合（イ

ンプット法）で算出しております。 

(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

 

(6) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金  従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上して

おります。 

③ 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

 過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することとしております。 

④ 株式給付引当金  従業員に対する将来の当社株式の給付に備えるため、株式給付規程に基

づき、付与されたポイントに応じた株式の給付見込額を計上しておりま

す。 
 
 

３. 会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に

係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。 

繰延税金資産 226百万円 

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積ってお

ります。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実

際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰

延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

 

 

 



 

 

４. 貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,583百万円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。 

① 短期金銭債権  35百万円

② 短期金銭債務 35百万円
 
 

５．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

① 仕入高 355百万円

② 材料有償支給高 274百万円

営業取引以外の取引高 79百万円
 
 

事業構造改善費用 

 特別損失における事業構造改善費用826百万円は、経営統合に関わる諸費用397百万円、割増退職金等

259百万円及び在庫廃棄損168百万円であります。 

 

６. 株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の総数に関する事項 
 

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首 の 株 式 数 当 事 業 年 度 増 加 株 式 数 当 事 業 年 度 減 少 株 式 数 当 事 業 年 度 末 の 株 式 数 

普 通 株 式 14,300千株 －千株 5,365千株 8,934千株 
 

(注)  発行済株式の株式数の減少5,365千株は、自己株式の消却による減少であります。 

(2) 自己株式の数に関する事項 
 

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首 の 株 式 数 当 事 業 年 度 増 加 株 式 数 当 事 業 年 度 減 少 株 式 数 当 事 業 年 度 末 の 株 式 数 

普 通 株 式 3,608千株 2,247千株 5,856千株 －千株 

(注) １. 自己株式の株式数の増加2,247千株は、株式買取請求による自己株式の増加2,247千株及び単

元未満株式の買取りによる増加０千株であります。 

２. 自己株式の株式数の減少5,856千株は、従業員向け株式給付信託からの給付による自己株式

の減少397千株、信託による自己株式売却による減少93千株及び自己株式の消却による減少

5,365千株であります。 

(3) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

該当事項はありません。 

② 基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌会計年度になるもの 
 

該当事項はありません。 

  



 

 

７. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

未払金・未払費用 40百万円 

賞与引当金 60百万円 

退職給付引当金 165百万円 

ゴルフ会員権等評価損 0百万円 

減価償却費超過額 0百万円 

未払社会保険料 9百万円 

減損損失 22百万円 

棚卸資産評価損 80百万円 

事業構造改善費用 14百万円 

繰越欠損金 548百万円 

その他 4百万円 

小  計 945百万円 

評価性引当額 △650百万円 

  計 295百万円 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △67百万円 

その他 △0百万円 

  計 △68百万円 

繰延税金資産（負債）の純額 226百万円 

 

８. 金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

 当社は、営業活動によって獲得した資金を以て事業運営を行うことを原則としております。ま

た、余裕資金については、安全性の高い金融商品で運用しております。一部デリバティブを組込ん

だ複合金融商品を保有する場合は、予めリスクの容認程度を設定し、その範囲内での運用に限定し

ております。なお、デリバティブについては、後述するリスクを回避するために利用しており、投

機的な取引は行っておりません。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形、売掛金、契約資産、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。また、その一部には、外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されております。 

 有価証券は、デリバティブを組込んだ複合金融商品（他社株転換可能債）であり、信用リスク、

流動性リスク及び価格の変動リスクに晒されております。 

 投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。 

 営業債務である支払手形及び買掛金、工事未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であり

ます。また、その一部には、外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されております。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

 受取手形、売掛金及び契約資産、電子記録債権に係る顧客の信用リスクに関しては、当社の社内

規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を定期的にモニタリングするほか、財務状況等の

悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

 有価証券に関しては、投資時に発行体を信用力の高い金融機関に限定し、想定されるリスクにつ

いて十分に把握、協議を経ることにより、また、運用期間中は対象銘柄の株価動向等及び取引金融

機関から提示される時価情報を継続的に把握することにより管理しております。契約の締結に関し

ては、担当部署が、関係する社内規程に従い、適正な社内手続きを経て実行しております。 

 投資有価証券に関しては、定期的に市場価格の時価や発行体の財務状況等を把握しております。 

 外貨建債権及び債務の為替変動リスクを低減するため、市場の動向に応じ、必要な範囲内で為替



 

 

予約取引を利用しております。 

 支払手形及び買掛金、工事未払金は、その決済時において流動性リスクに晒されますが、当社

は、毎月資金計画を見直す等の方法により、そのリスクを回避しております。 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく時価のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

 2026年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。 

 
貸借対照表 

計上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

 投資有価証券    

  その他有価証券 289 289 － 

資産合計 289 289 － 

(注)１. 現金及び預金、受取手形、売掛金、電子記録債権、短期貸付金、支払手形及び買掛金、工事未払

金については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載

を省略しております。 

２. 市場価格のない株式等は「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の計算書類計

上額は以下のとおりであります。 

区分 貸借対照表計上額（百万円） 

 投資有価証券  

  非上場株式 57 

 

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項 

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し

た時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて

算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。 

① 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

区分 
時価（百万円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券     

 その他有価証券     

株式 289 － － 289 

資産計 289 － － 289 

 

  



 

 

② 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 
該当事項はありません。 

 
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

投資有価証券 

 上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている

ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。 

 

９. 関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社及び法人主要株主等 
 

種類 会社等の名称 

議決権等 
の所有 

(被所有) 
割合(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

役員の 
兼任等
(人) 

事業上の関係 

親 会 社 エ レ コ ム ㈱ 
(被所有) 
直接100％ 

5 
当社製品の販
売 

資金の貸付 8,000 
短期貸付
金 

8,000 

利息の受取 3 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注)  資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。 

 

(2) 子会社及び関連会社等 
 

種類 会社等の名称 

議決権等 
の所有 

(被所有) 
割合(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

役員の 
兼任等
(人) 

事業上の関係 

子 会 社 石 巻 ア テ ッ ク ス ㈱ 

所有 
直接100％ 

被所有 
（－） 

－ 
 

当社製品の製
造 

材料の仕入 355 買掛金 29 

業務委託費 70 未払金 5 

材料の支給 274 未収入金 35 

出向料 5 未収入金 － 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １. 製品の販売価格、材料等の仕入価格は、当社製品の市場価格を基準に当社と子会社とで検討

の上決定しております。 

２．業務委託費、出向料については、委託業務の内容を勘案し、両社協議の上で決定しておりま

す。 

 

  



 

 

10. 収益認識に関する注記 

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

当事業年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日） 

（単位：百万円） 

 

報告セグメント 

合計 送受信用製品販

売事業 

ソリューション

事業 

財又はサービスの移転時期    

一時点 10,995 1,057 12,053 

一定の期間 － 390 390 

顧客との契約から生じる収益 10,995 1,448 12,443 

外部顧客への売上高 10,995 1,448 12,443 

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

「２.（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

① 契約資産及び契約負債の残高等 

                      当事業年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高）    3,880百万円 

顧客との契約から生じた債権（期末残高）    3,592百万円 

契約資産（期首残高）                0百万円 

契約資産（期末残高）               3百万円 

契約負債（期首残高）               10百万円 

契約負債（期末残高）               18百万円 

 

 契約資産は、主に工事契約において進捗度の測定に基づいて認識した収益に係る未請求売掛金

であります。契約資産は、対価に対する当社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生

じた債権に振り替えられます。 

 契約負債は、主に工事契約における顧客からの前受金であります。契約負債は、収益の認識に

伴い取り崩されます。 

 当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、７百万

円であります。また、当事業年度において、契約資産が２百万円増加した主な理由は、工事契約

の進捗度の測定に基づいて認識した収益が増加したことによるものであります。 

 過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当事業年度に認識した収益に重要

性はありません。 

② 残存履行義務に配分した取引価格 

 未充足（又は部分的に未充足）の履行義務の残存期間別の残高は次のとおりであります。ま

た、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。 

 

１年内   473百万円 

１年超   143百万円 

 合計   617百万円 

 

11. １株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 1,888円18銭

(2) １株当たり当期純利益 324円38銭

(注) １株当たりの純資産額の算定に用いられた当事業年度末の普通株式及び１株当たりの当期純利

益の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数については、自己株式を控除しております。 

  



 

 

12. 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 


